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第６号様式別表 14 記載の手引 

 

１ この計算書の用途等 

 この計算書は、法人の事業税に係る税額の算出において標準税率以外の税率が適用され

る法人（※）が、地方法人特別税の課税標準となる基準法人所得割額又は基準法人収入割

額の計算を行う場合に記載し、第６号様式の申告書に併せて提出します。 

 

※ 標準税率以外の税率が適用される法人（＝超過課税の対象の法人） 

 神奈川県では法人の県民税・事業税について超過課税を実施しており、法人の事業

税については次の法人が対象となります。 

 

資本金の額又は出資金の額が２億円超の法人 

又は 

所得が年１億 5,000 万円（収入金額を課税標準とする法人にあっては、収入金額が年

12 億円）超の法人 

 

 
２ 各欄の記載のしかた 

欄 記 載 の し か た 留 意 事 項 

１「※処理事項」 

 

  記載する必要は

ありません。 

２「所得割の課税標

準」又は「収入割

の課税標準」の各

欄 

 各申告書の法人の事業税の所得割又は収入

割の「課税標準」の各欄の額を記載してくださ

い。 

 

３「税率」の各欄  法人の事業税の標準税率を記載してくださ

い。 

 

 


